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内 容

Ⅰ 交通安全政策の課題と対応

Ⅱ 自然災害への防災意識の向上
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Ⅰ 交通安全政策の課題と対応

１．道路交通事故の推移
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4道路交通事故における交通事故発生件数、死傷者数及び

死者数の推移（昭和２７年～平成１６年）（千人）
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5人口１０万人・自動車１万台・自動車走行キロ１億キロ当たりの
交通事故死者数の推移（昭和４１年～平成１６年）
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年齢層別交通事故死者数の推移（昭和５３年～平成１６年）
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9事故類型別交通事故発生件数の推移
（昭和５３年～平成１６年）
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２．道路交通事故対策

・ 道路交通法の多頻度の改正効果

・ 大幅な効果をもたらす制度改革
ex. 横断歩道，歩道橋，ガードレール，

センターライン，フェンス etc.

ex. 罰則強化

ex. シートベルト

ex. 酒酔い運転規制

？？
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11道路交通法改正の概要

・違法駐車対策（所有者責任・民間委託）の見直し平成18年6月迄

・高速道路における２人乗り規制の見直しと罰則強化平成17年

・中型自動車・中型免許の新設平成19年6月迄

・高齢運転者（７５歳以上）及び高齢歩行者の保護

・高速道路等におけるトレーラーの通行区分特例

平成 9年

・重大な道路交通法違反行為をさせた者等の免許の取消し

・免許の欠格期間の延長（３年→５年）

・高齢者等の申請による免許の取り消し

平成10年

・走行中の携帯電話の使用等の禁止平成11年

改正の概要施行年

・ひき逃げ飲酒等の悪質、危険な運転者に対する罰則の強化

・高齢運転者の年齢の引下げ（７０歳以上）及び身体の不自由な運転者の保護

・自動車運転代行業者等の義務について規定

・免許証の有効期間及び更新期間の延長

平成14年

・走行中の携帯電話の使用等に対する罰則強化

・集団暴走行為等に対する罰則強化

・飲酒検知拒否に対する罰則強化

・武力攻撃事態等における交通規制について規定

平成16年

・チャイルドシートの着用義務化

・軽自動車等の高速自動車国道本線車道における最高速度制限の見直し

平成12年
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・ 平均6件/ヶ所・年 × 3,000ヶ所 = 18,000件/年

・ 95万件の1.9％

多発地点対策

多発地点の１０年間のデータ：統計分析可

事故の原因と対策の解明

9595万件への対策万件への対策
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多発地点対策の為の解析システム

事故現場での原票作成

ＧＩＳ，ＧＰＳを活用したパソコン入力

対策対策とと情報提供情報提供

曜日曜日，天候天候，時刻時刻，個人属性個人属性，道路状況道路状況，

交通状況交通状況，事故種別事故種別のの関連分析関連分析

住宅地図上住宅地図上のの事故状況図作成事故状況図作成
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区間部で発生
した事故（7,017件）

交差点部で発生
した事故（4,287件）

GISによる事故発生状況の図示

＊ 円の大きさが事故発生件数を示す
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区間部事故

交差点事故

出合頭事故の発生地点

＊ 円の大きさが
事故発生件数を示す

橋の欄干橋の欄干

盛土盛土 盛土盛土

出合頭事故の発生地点のほとんどが交差点部
事故多発地点では、見通しを悪化させる構造物が存在
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３．公共交通安全対策

・ 技術進歩による安全対策

・ ヒューマン・エラー対策

技術と意識の伝承

＊効率性追求，アウトソーシングの陰の部分
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ⅡⅡ．国民の防災意識向上．国民の防災意識向上

国土の条件： 災害多発国
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防災対策の強化

• 河川，海岸，砂防等

• 構造物の設計強度

• 災害に強い街づくり

• 防災計画

• 被災時の危機管理体制

• 防災情報の提供
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防災に強い街づくり

• 被害を最少

• 被災時の対応

• 生活空間

• リゾート空間

危険地域への生活空間の拡大
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国民の防災意識

• 危険地域の都市化

• 耐震診断，耐震補強，地震保険 etc. の普及

• 密集市街地，鉄道高架下 etc. の利用

• 災害への対応

• 防災経験・情報の風化
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自然への対応力

• 河川の水位上昇とキャンプ客

• 離岸流，沿岸流と海水浴客

• 土砂災害と農村集落

• 津波と漁村

etc.
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防災履歴図 → ハザードマップ

災害情報 ： 台風情報 etc.

防災情報 ： 被災時及び常時の対応
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• 災害別ハザードマップ （省庁別）

• 情報作成時に提供 （提供者都合）

• 地域の特性・受け手特性への対応

カリキュラムなく情報提供
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災害多発国：日本の国民の最低限の知識とは？

• 国土

• 豪雨，台風

（洪水，高潮，土砂災害）

• 地震，津波

• 火山

• 小学校低学年

• 小学校高学年

• 中学校

• 高等学校 ・ 一般

- - - - - - - - - - - - - - - - - -
• 放送大学

×
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• 災害現象一般

• 危険外力

• 予兆現象

• 被災時対応

• 常時の備え

各20分のビデオ

＋

テキスト

×
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• ビデオ教材作成委員会

• 活用・普及委員会
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ご清聴ありがとうございました


